
 

 

２
月
２７
日
、
大
阪
市
内
で
薬
害

肝
炎
に
つ
い
て
の
学
習
会
が
お

こ
な
わ
れ
、
さ
ら
が
い
議
員
が
参

加
し
ま
し
た
。 

代
表
的
な
ウ
イ
ル
ス
肝
炎
で

あ
る
Ｃ
型
肝
炎
で
は
、
出
産
や
大

き
な
手
術
の
際
に
多
用
さ
れ
て

き
た
フ
ィ
ブ
リ
ノ
ゲ
ン
製
剤
な

ど
の
投
与
に
よ
る
感
染
の
ほ
か
、

輸
血
や
集
団
予
防
接
種
で
の
針

の
使
い
回
し
に
よ
る
も
の
な
ど
、

誰
で
も
感
染
し
て
い
る
可
能
性

が
あ
り
ま
す
。
ま
ず
は
、
肝
炎
ウ

イ
ル
ス
検
査
を
受
け
て
い
な
い

方
に
は
、
早
期
に
検
査
を
受
け
て

も
ら
う
こ
と
が
大
切
で
す
。 

感
染
の
危
険
が
高
い
フ
ィ
ブ

リ
ノ
ゲ
ン
製
剤
は
、
ア
メ
リ
カ
で

は
１
９
７
７
年
に
承
認
が
取
り

今年の 4 月から、大阪府がＢ型ウイルス性肝炎・

Ｃ型ウイルス性肝炎治療を目的としたインターフェ

ロン治療費の一部を助成することになりました。 

消
さ
れ
ま
し
た
が
、
日
本
で
は
９８

年
に
よ
う
や
く
使
用
が
正
式
に

限
定
さ
れ
ま
し
た
。
感
染
を
広
げ

た
国
と
製
薬
会
社
の
責
任
は
重

大
で
す
。
こ
れ
ら
の
製
剤
に
よ
る

感
染
が
明
ら
か
な
薬
害
患
者
に

つ
い
て
は
、
よ
う
や
く
今
年
１
月

に
給
付
金
を
支
給
す
る
特
別
措

置
法
が
成
立
し
ま
し
た
。
今
後
、

す
べ
て
の
肝
炎
患
者
へ
の
支
援

策
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

 ※
厚
生
労
働
省
が
公
表
し
た
フ

ィ
ブ
リ
ノ
ゲ
ン
製
剤
納
入
先
の

医
療
機
関
に
は
、
交
野
市
内
で

は
、
交
野
病
院
・
藤
原
産
婦
人

科
・
は
と
産
婦
人
科
・
松
本
整
形

外
科
が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。 

 

■対象  

過去に肝炎ウイルス検査を受診したこ

とがない 20 歳以上 40 歳未満の方。 

または、40 歳以上で職場検診や市民検

診を受ける機会がない方。 

■費用 無料 

■期間 平成 20 年 1 月 8 日～ 

平成 21 年 3 月 31 日 

■実施機関 保健所・府指定の医療機関 

（交野市内に 21 箇所あります） 

※詳しくは、 

四条畷保健所（８７８－１０２１） 

までお問い合わせ下さい。 

 

◆ 対象医療 

Ｂ型及びＣ型肝炎ウイルスの除去を目的として行う

インターフェロン治療で、保険適用となっているもの 

◆ 助成方法 

申請患者に対し医療受給者証を交付し、患者が府内の

医療機関に受給者証を提示することにより、保険診療

の自己負担額を一部助成（対象医療機関は、追ってお

知らせ予定） 

◆ 助成内容 

インターフェロン治療および当該治療に付随する検

査料等 

助成期間は、申請受理月初日から１年間 

世帯の市町村民税（所得割）課税年額に応じて患者自

己負担あり 

◆ 申請開始時期   平成 20 年 4 月 1 日 

◆ 自己負担限度額 

[※２月１９日時点での厚生労働省（案）] 

 世帯の市町村民税（所得割）課税年額が 65,000 円

未満の場合 10,000 円 

世帯の市町村民税（所得割）課税年額が 65,000 円

以上 235,000 円未満の場合 30,000 円 

世帯の市町村民税（所得割）課税年額が 235,000

円以上の場合 50,000 円 

道路特定財源の一般財源化と暫定税率の廃止を求める意見書 

 道路特定財源問題が今国会の焦点の一つとなっている。 

 ガソリン税など、自動車関係諸税の使途を、道路建設に限定

しているシステム、すなわち、道路特定財源は、道路舗装率 5％

の時代の産物であり、今や、その役割は終えたばかりか、無駄

な高速道路づくり等の温床となっている。また同時に、30年も

の長きにわたって暫定税率を上乗せして、これを更に加速させ

てきたのである。 

 したがって、この際、この 3 月末で期限のくる暫定税率を廃

止して、高騰するガソリン価格の低減をはかるとともに、道路

特定財源そのものを一般財源化し、道路だけでなく、福祉、教

育、環境にも自由に使えるようにすることである。そして、真

に必要な道路は、この一般財源でつくるようにすることであ

り、まさに、これこそ時代の要請に応える道である。 

 ところが、国土交通省は、暫定税率をなお 10年間延長して、

59 兆円先にありきの「道路中期計画」を策定して、またぞろ、

拠点港湾等と高速道路を 10 分以内で結ぶ「アクセス」道路整

備など、ムダな道路づくりを推進しようとしているのである。

もっての外と言わなくてはならない。 

 よって国におかれては、道路特定財源を一般財源化するとと

もに、暫定税率は直ちに廃止するよう強く要望する。 

 

日本共産党は 3 月議会に 2 本の意見書を提出しました。 

1 本は 3 月 2 日号に掲載し、残る 1 本を今週紹介します。 

 

☆日時 ３月 2７(木) 午後 3 時～5 時 

☆場所 交野市役所 ３階 
（日本共産党議員団控室） 

 ８９２－０１２１(内線 301) 

 順番等がありますので 

事前にお電話ください。 


